
～平成29年度補正事業承継補助金～
後継者承継支援型「経営者交代タイプ」（Ⅰ型）

平成３０年４月
中小企業庁 財務課

事業承継をきっかけとして・・・
・経営革新等に取り組む方、
・事業転換に挑戦する方

を応援します！

４月下旬公募開始予定
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タイプ 事業転換
(事業や拠点の
廃止を伴うもの)

補助率 補助
上限額

対象となる取組

①経営者交代タイプ 無 2/3（個人事業主を含む小規模
企業者※）

200万円 ②事業再編・事業統
合支援型に該当する
ものを除く。1/2（上記以外の者） 150万円

有 2/3（個人事業主を含む小規模
企業者※）

500万円

1/2（上記以外の者） 375万円
②M&Aタイプ
7月上旬頃公募予定

無 2/3（採択上位） 600万円 M&A等を伴う取組。
1/2（上記以外の者） 450万円

有 2/3（採択上位） 1,200万円
1/2（上記以外の者） 900万円

補助率や補助上限額は下図のとおりです。

※ 個人事業主については、小規模企業者である個人事業主に限ります。なお、「小規模企業者」とは、中小企業基本法
第2条第5項に規定する従業員20人以下(商業(卸売業・小売業)・サービス業は5人以下)の事業者を指します。



採点基準
①新たな取組の独創性

• 技術やノウハウ、アイディアに基づき、ターゲットとする顧客や市場にとって新たな価値を生み出
す商品、サービス、又はそれらの提供方法を有する事業を自ら編み出していること。

②新たな取組の実現可能性
• 商品・サービスのコンセプト及びその具体化までの手法やプロセスがより明確となっていること。
• 事業実施に必要な人員の確保に目途が立っていること。販売先等の事業パートナーが明確になって
いること。

③新たな取組の収益性
• ターゲットとする顧客や市場が明確で、商品、サービス、又はそれらの提供方法に対するニーズを
的確に捉えており、事業全体の収益性の見通しについて、より妥当性と信頼性があること。

④新たな取り組みの継続性
• 予定していた販売先が確保できないなど計画どおりに進まない場合も事業が継続されるよう対応が
考えられていること。

• 事業実施内容と実施スケジュールが明確になっていること。また、売上・利益計画が妥当性・信頼
性があること。

採点基準の一例は、以下のとおりです。

９






